
四日市市職員通勤手当支給規則の一部を改正する規則をここに公布する。  

 令和７年３月３１日 

                    四日市市長  森  智 広     

 

四日市市規則第５２号  

四日市市職員通勤手当支給規則の一部を改正する規則  

四日市市職員通勤手当支給規則（昭和３３年四日市市規則第６号）の一部を次のよ

うに改正する。  

 

改正後 改正前 

（併用者の区分及び支給額） （併用者の区分及び支給額） 

第８条の３ 条例第４１条第２項第３号

に規定する同条第１項第３号に掲げる

職員の区分及びこれに対応する同条第

２項第３号に規定する通勤手当の額

は、次の各号に掲げるとおりとする。 

第８条の３ 条例第４１条第２項第３号

に規定する同条第１項第３号に掲げる

職員の区分及びこれに対応する同条第

２項第３号に規定する通勤手当の額

は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 条例第４１条第１項第３号に掲げ

る職員（交通機関等を利用しなけれ

ば通勤することが著しく困難である

職員以外の職員であって、その利用

する交通機関等が通常徒歩によるこ

とを例とする距離内においてのみ利

用しているものであるものを除

く。）のうち、自転車等を使用する

距離が片道２キロメートル以上であ

る職員及びその距離が片道２キロメ

ートル未満であるが、自転車等を使

用しなければ通勤することが著しく

困難である職員 同条第２項第１号

及び第２号に定める額（同項第１号

に規定する１箇月当たりの運賃等相

当額（以下「１箇月当たりの運賃等

(1) 条例第４１条第１項第３号に掲げ

る職員（交通機関等を利用しなけれ

ば通勤することが著しく困難である

職員以外の職員であって、その利用

する交通機関等が通常徒歩によるこ

とを例とする距離内においてのみ利

用しているものであるものを除

く。）のうち、自転車等を使用する

距離が片道２キロメートル以上であ

る職員及びその距離が片道２キロメ

ートル未満であるが、自転車等を使

用しなければ通勤することが著しく

困難である職員 同条第２項第１号

及び第２号に定める額（同項第１号

に規定する１箇月当たりの運賃等相

当額（以下「１箇月当たりの運賃等



相当額」という。）及び同項第２号

に定める額の合計額が５万５千円を

超えるときは、その者の通勤手当に

係る支給単位期間のうち最も長い支

給単位期間につき、５万５千円に当

該支給単位期間の月数を乗じて得た

額）（任命権者が特に必要であると

認めた場合は、本号中の「５万５千

円」を「１５万円」に読み替えた

額） 

相当額」という。）及び同項第２号

に定める額の合計額が５５，０００

円を超えるときは、その者の通勤手

当に係る支給単位期間のうち最も長

い支給単位期間につき、５５，００

０円に当該支給単位期間の月数を乗

じて得た額） 

(2)及び(3) （略） (2)及び(3) （略） 

  

（支給日等） （支給日等） 

第９条の２ 通勤手当は、支給単位期間

（第４項に規定する通勤手当に係るも

のを除く。）又は同項に定める期間

（以下この条、第１０条の２第２項第

２号及び第１１条において「支給単位

期間等」という。）に係る最初の月の

四日市市職員の給与の支給に関する規

則（昭和６２年四日市市規則第１０

号）第２条に規定する給料の支給日

（以下この条において「支給日」とい

う。）に支給する。ただし、支給日ま

でに第３条の規定による届出に係る事

実が確認できない等のため、支給日に

支給することができないときは、支給

日後に支給することができる。 

第９条の２ 通勤手当は、支給単位期間

（第４項各号に掲げる通勤手当に係る

ものを除く。）又は当該各号に定める

期間（以下この条及び第１１条におい

て「支給単位期間等」という。）に係

る最初の月の四日市市職員の給与の支

給に関する規則（昭和６２年四日市市

規則第１０号）第２条に規定する給料

の支給日（以下この条において「支給

日」という。）に支給する。ただし、

支給日までに第３条の規定による届出

に係る事実が確認できない等のため、

支給日に支給することができないとき

は、支給日後に支給することができ

る。 

２ 支給単位期間等に係る通勤手当の支

給日前において離職（職員が離職の日

又はその翌日（当該翌日が四日市市の

休日を定める条例（平成元年条例第７

２ 支給単位期間等に係る通勤手当の支

給日前において離職し、又は死亡した

職員には、当該通勤手当をその際支給

する。 



号）第１条第１項に規定する市の機関

の休日に当たるときは、当該翌日後に

おいて当該翌日に最も近い市の機関の

休日でない日を含む。）に新たに給料

表の適用を受けることとなる場合の離

職を除く。以下同じ。）をし、又は死

亡した職員には、当該通勤手当をその

際支給する。 

３ （略） ３ （略） 

４ 条例第４１条第３項の規則で定める

通勤手当は、１箇月当たりの運賃相当

額等（第８条の３第３号に掲げる職員

に係るものを除く。）、条例第４１条

第２項第２号に定める額（第８条の３

第２号に掲げる職員に係るものを除

く。）及び特別料金等相当額をその支

給単位期間の月数で除して得た額（交

通機関が２以上ある場合においては、

その合計額）の合計額（第１０条の２

第２項において「１箇月当たりの通勤

手当算出基礎額」という。）が５万５

千円（第８条の３第１号において任命

権者が特に必要であると認めた場合

は、１５万円）を超えるときにおける

通勤手当とし、条例第４１条第３項の

規則で定める期間は、その者の当該通

勤手当に係る支給単位期間のうち最も

長い支給単位期間とする。 

４ 条例第４１条第３項の規則で定める

通勤手当は、次の各号に掲げる通勤手

当とし、同項の規則で定める期間は、

当該通勤手当の区分に応じ、当該各号

に定める期間とする。 

 (1) 職員が、２以上の交通機関等を利

用するものとして条例第４１条第２

項第１号に定める額の通勤手当を支

給される場合（次号に該当する場合



を除く。）において、１箇月当たり

の運賃等相当額等が５５，０００円

を超えるときにおける当該通勤手当

 その者の当該通勤手当に係る支給

単位期間のうち最も長い支給単位期

間 

 (2) 職員が、条例第４１条第２項第１

号及び第２号に定める額の通勤手当

を支給される場合において、１箇月

当たりの運賃等相当額及び同号に定

める額の合計額が５５，０００円を

超えるときにおける当該通勤手当 

その者の当該通勤手当に係る支給単

位期間のうち最も長い支給単位期間 

  

（返納の事由及び額等） （返納の事由及び額等） 

第１０条の２ （略） 第１０条の２ （略） 

２ 交通機関等に係る通勤手当に係る条

例第４１条第４項の規則で定める額

は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

２ 交通機関等に係る通勤手当に係る条

例第４１条第４項の規則で定める額

は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

(1) １箇月当たりの通勤手当算出基礎

額が５万５千円（第８条の３第１号

において任命権者が特に必要である

と認めた場合は、１５万円）以下で

あった場合 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

(1) １箇月当たりの運賃等相当額等

（第８条の２第１号に掲げる職員に

あっては、１箇月当たりの運賃等相

当額及び条例第４１条第２項第２号

に定める額の合計額。以下この項に

おいて同じ。）が５５，０００円以

下であった場合 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア イに掲げる場合以外の場合 前項

第２号に掲げる事由が生じた場合

にあっては当該事由に係る交通機

ア イに掲げる場合以外の場合 前項

第２号に掲げる事由が生じた場合

にあっては当該事由に係る交通機



関等（同号の改定後に１箇月当た

りの通勤手当算出基礎額が５万５

千円（第８条の３第１号において

任命権者が特に必要であると認め

た場合は、１５万円）を超えるこ

ととなるときは、その者の利用す

る全ての交通機関等）、同項第１

号、第３号又は第４号に掲げる事

由が生じた場合にあってはその者

の利用する全ての交通機関等につ

き、使用されるべき通用期間の定

期券の運賃等及び特別料金等の払

戻しを、別に定める月（以下この

条において「事由発生月」とい

う。）の末日にしたものとして得

られる額（次号において「払戻金

相当額」という。） 

関等（同号の改定後に１箇月当た

りの運賃等相当額等が５万５千円

を超えることとなるときは、その

者の利用する全ての交通機関

等）、同項第１号、第３号又は第

４号に掲げる事由が生じた場合に

あってはその者の利用する全ての

交通機関等につき、使用されるべ

き通用期間の定期券の運賃等の払

戻しを、別に定める月（以下この

条において「事由発生月」とい

う。）の末日にしたものとして得

られる額（次号において「払戻金

相当額」という。） 

イ （略） イ （略） 

(2) １箇月当たりの運賃等相当額等が

５万５千円（第８条の３第１号にお

いて任命権者が特に必要であると認

めた場合は、１５万円）を超えてい

た場合 ５万５千円（第８条の３第

１号において任命権者が特に必要で

あると認めた場合は、１５万円）に

事由発生月の翌月から支給単位期間

等に係る最後の月までの月数を乗じ

て得た額又は前項各号に掲げる事由

に係る交通機関等についての払戻金

相当額の合計額並びに別に定める額

の合計額のいずれか低い額（事由発

生月が支給単位期間に係る最後の月

(2) １箇月当たりの運賃等相当額等が

５５，０００円を超えていた場合 

次に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額 



である場合にあっては、０）。ただ

し、前号イに掲げる場合は別に定め

る額 

 ア イ及びウに掲げる場合以外の場合

 ５５，０００円に事由発生月の

翌月から支給単位期間に係る最後

の月までの月数を乗じて得た額又

は前項各号に掲げる事由に係る交

通機関等についての払戻金相当額

のいずれか低い額（事由発生月が

支給単位期間に係る最後の月であ

る場合にあっては、０） 

 イ 第９条の２第４項第１号又は第２

号に掲げる通勤手当を支給されて

いる場合（ウに掲げる場合を除

く。） ５５，０００円に事由発

生月の翌月から同項第１号又は第

２号に定める期間に係る最後の月

までの月数を乗じて得た額又はそ

の者の利用する全ての交通機関等

についての払戻金相当額及び別に

定める額の合計額のいずれか低い

額（事由発生月が当該期間に係る

最後の月である場合にあっては、

０） 

 ウ 前号イに掲げる場合 別に定める

額 

３ 条例第４１条第４項の規定により職

員に前項に定める額を返納される場合

において、返納に係る通勤手当の給料

の支給義務者と事由発生月の翌月以降

に支給される給料の支給義務者が同一

３ 条例第４１条第４項の規定により職

員に前項に定める額を返納される場合

において、返納に係る通勤手当の給料

の支給義務者と事由発生月の翌月以降

に支給される給料の支給義務者が同一



であるときは、任命権者の定めるとこ

ろにより当該給与から当該額を差し引

くことができる。 

であるときは、当該給与から当該額を

差し引くことができる。 

 

附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（総務部人事課）  

 

 

 


